
病院長メッセージ

　形成外科 医長 玉田崇和と申しま
す。旧藤代町の出身です。今年10
月に旧友部町出身の川井啓太先生
が赴任し、茨城県出身の２人で診
療しています。

　皮膚科の狩野俊幸先生、柴尾加奈先生、斎藤小弓先生と協力しあい、５人で皮膚科形成
外科として一つの診療科のように活動しています。
　「形成外科ってどんな科ですか？」とのご質問をよく受けます。確かにどういった疾患
を専門に扱う診療科であるかわかりにくく、医療者であっても十分な返答をできる人はな
かなかいません。
　形成外科は主に体の表面を扱う外科、「体表外科」です、とお答えしています。
　日本形成外科学会ホームページでは、「形成外科とは、身体に生じた組織の異常や変
形、欠損、あるいは整容的な不満足に対して、あらゆる手法や特殊な技術を駆使し、機能
のみならず形態的にもより正常に、より美しくすることによって、みなさまの生活の質 
“Quality of Life”の向上に貢献する、外科系の専門領域です。」と紹介されています。
　日本において形成外科学会は発足してまだ60年足らずの若い診療科ですが、世界的に
はその歴史は古く、起源は紀元前に遡ります。古代インドにおいて罪人が鼻を削がれる刑
罰があり、おでこの皮膚を使って鼻を再建する造鼻術が行われていたようで、これが形成
外科手術の起こりと言われています。その後、16世紀のルネッサンス期に花開き、手術
器械の開発、様々な術式の考案、顕微鏡手術の開発を経て、現在に至ります。
　具体的には皮膚のケガ、熱傷、顔面骨骨折、外表の先天異常、でべそ、良・悪性腫瘍と
それに伴う再建、乳房再建、きずあと・ケロイド、難治性潰瘍、眼瞼下垂、陥入爪、腋臭
症など、さまざまな疾患を対象としています。（現在、小児病棟のない当院では小児先天
異常の手術は行えておりません。また、美容手術も基本的には行いません。）
　当院における形成外科の特色は、皮膚悪性腫瘍手術、人工物を使った乳房再建手術、人
工透析のための血管手術が多いことです。それぞれ、皮膚科、乳腺外科、透析センターが
当院において充実しているためであり、形成外科は他科との連携で成立する診療科と言え
ます。
　体表に関するお悩みがありましたら、ご相談ください。

　地域連携機関の皆さま方には当院の地域連携に格別のご高配を賜り、
厚く御礼申し上げます。
　また、患者さまにおかれましても常日頃ご支援をいただき、誠にあり
がとうございます。地域連携だよりのコーナーでは当院の情報をお知ら
せいたしますので、今後とも宜しくお願いいたします。

ー第15回ー「国民皆保険制度を続けるために」
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　国民皆保険（公的医療保険）制度は、すべての
国民が何らかの公的医療保険制度に加入し、お互
いの医療費を支え合う仕組みです。また、保険料
の負担軽減のため公費も投入されています。この
制度により国民全員が同じように医療(高度な医療
を含む)を受けられ、なおかつ医療機関を自由に選
択できるなど、世界からみても非常に優良なこれ
らの制度のお陰で日本は健康で長寿の国になりま
した。
　平成26年度の日本の国民医療費40.8兆円の財
源別負担は、保険料48.7%（被保険者28.3%, 
事業主20.4%）、公費38.8％（国庫25.8%, 地
方13.0%）、患者負担11.7%となっています。
義務教育就学前（６歳未満）は２割負担。それ以
降70歳未満は３割負担、70歳以上75歳未満で
は１割負担でしたが平成26年度以降は70歳に
なった方は２割負担、75歳以上は１割負担、70
歳以上でも現役並みの所得者は３割負担です。高
額療養費制度（※）により医療費をカバーできる仕
組みもあります。
　しかしここにきて、この制度の維持に危機感を
覚える人が少なくありません。65歳以上の１人を
何人の現役世代で支えているかみてみますと、
1965年は9.1人で１人を支える胴上げ型、
2012年は2.4人で１人を支える騎馬戦型、これ
が2050年には1.2人で１人を支える肩車型へと
なり、公的医療保険や年金などの社会保障負担は
年々重くなるばかりです。国民皆保険制度を維持
するためには、医療費の削減や、それに加え保険
料、自己負担額、公費（税金）のいずれかを増や
す必要があるのです。
　医療費を削減することはある程度可能です。検
診やワクチンなどの予防で疾患を減らし、症状を
軽くすることや、効果がはっきりしない医療をな

くすことも重要です。ウイルスが原因の風邪やイ
ンフルエンザに無効の抗生物質の処方をやめた
り、75歳以上がコレステロール値を下げても死亡
リスクが下がるという証拠はないのでこれも省略
可能でしょう。また最近話題の分子標的薬、免疫
チェックポイント阻害剤などの高額な薬物治療や
陽子線・粒子線などの先進医療の医療費の単価が
下がれば、これも医療費の削減につながります。
終末期医療における延命治療をなくし、在宅医療
促進を図ることも医療費削減に有効でしょう。実
際、入院治療は減少しており、入院期間も短縮さ
れてきていますが、それでもまだ欧米に比べると
倍以上の入院期間があります。今後は低侵襲治療
の進歩や外来治療の促進で入院治療は縮小してい
くでしょう。
　保険料の支払いが増額になる可能性も否定でき
ません。保険料を支払う人口を増やすことも期待
されますが、現役労働者層を拡大するためには、
少子化対策だけでは時間がかかります。定年の延
長や撤廃、外国人労働者の雇用促進も検討してい
くことになるでしょう。
　公費を増やすためには増税、特に消費税の増税
が進む可能性があります。高齢者を含めて自己負
担の割合の増加や、高額療養費制度の見直しもあ
るかもしれません。
　日本の国民医療費の総額は、毎年増え続けてお
り、現在の仕組みのままでは、国民皆保険制度を
支えることは困難です。将来も国民皆保険制度を
維持していくには、負担の仕組みを超高齢社会に
あった制度に変える必要があるとともに、私たち
一人ひとりが自覚し、健康への意識を高め、医療
費を節約していくことが重要です。

※月ごとの自己負担限度額（被保険者の所得で異なる）を
　超えた場合には超えた金額が支給される。

左から玉田先生、アマデアル先生（研修医）、川井先生
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